
１．大都市圏整備の位置づけ 

 

（大都市圏整備法に基づく大都市圏政策） 

 首都圏及び近畿圏においては、経済成長に伴う人口・産業の集中と、それに伴う交通渋

滞、住宅問題、環境問題等の過密問題を背景に、昭和３０年代以降、都心の過密対策とし

て「これ以上必要ない機能」を大都市圏近郊や周辺の都市へ分散させることが求められる

ようになり、わが国の政治、経済、文化等の中心としてふさわしい圏域の建設とその秩序

ある発展を図るため首都圏整備法、近畿圏整備法が制定された。そして、これらの法律に

基づき、人口・産業の過度の集中を抑制する既成市街地等、計画的な市街地整備と緑地の

保全を図る近郊整備地帯等、工業都市、住宅都市等として発展させる都市開発区域等から

構成される政策区域が設定された。また、中部圏では、名古屋大都市地域における産業・

人口の無秩序な集中による過密の弊害を未然に防止するとともに、日本海側に連なる地域

を含めて均衡ある発展を図るため中部圏開発整備法が制定された。これら大都市圏整備法

に基づき、首都圏整備計画等の三圏計画が策定され、地域整備を方向付ける大都市圏政策

が推進されてきた。 

また、首都圏及び近畿圏では、政策区域に連動し、市街化の圧力が強い大都市圏近郊に

おいては、近郊緑地保全制度によって広域的見地からの緑地保全が図られるとともに、既

成市街地等においては、工業等制限法によって、大都市圏への人口流入の主たる要因であ

る工場、大学等の新増設が制限される一方、工業団地造成事業によって近郊整備地帯等へ

の工場立地が誘導されてきた。あわせて、中部圏を含む三大都市圏において、計画の実効

性確保の観点から、工場移転等を誘導するための税制特例（課税の繰延べ等）とともに、

計画的な市街地整備を行う地方公共団体に対する財政特例（起債充当率や補助率のかさ上

げ等）や、不均一課税に係る地方交付税の減収補填といった支援措置が講じられてきた。 

また、昭和６０年代に入ると、首都圏では、郊外部における市街地の拡大やそれに伴う

職住遠隔化等が深刻化したことを受け、東京都区部への一極依存構造を是正し、複数の自

立都市圏からなるバランスのとれた圏域構造への改善が課題となり、多極分散型国土形成

促進法（昭和６３年法律第８３号）によって業務核都市制度が導入された。業務核都市に

おいては、事業所、営業所等の民間の業務施設を集積させるため、その中核となる施設（中

核的施設；研究施設、展示施設・見本市場施設、スポーツ・レクリエーション施設等）の

整備を促進することとされ、税制特例、地方債特例等による支援が講じられた。 

このような大都市圏政策により、法律上、他の圏域とは異なる国家戦略上の特別な位置

付けを与えられた三大都市圏においては、三圏計画により、高速道路、鉄道、港湾、空港

等の都市基盤が着実に整備されてきた。 

 

（大都市圏政策の効果） 

これまでの大都市圏政策の推進により、既成市街地等への集中傾向が緩和するとともに、

産業の適正配置がある程度実現するなど、秩序ある圏域構造の形成に一定の効果がもたら



されている。例えば、大都市中心部への人口・産業の過度の集中抑制ついては、三大都市

圏の中において中心部の人口増加が抑制され、郊外部において人口が増加している。また、

製造品出荷額等の推移を見ても、工場等の立地規制のあった既成市街地等に比べ、近郊整

備地帯等における伸び率が上回っている。また、大都市近郊の緑地保全については、大都

市圏全体で緑地の減少傾向が続いているが、近郊緑地保全区域においては、市街化への圧

力が強い中、緑地の減少は見られるものの、近郊緑地保全区域以外の近郊整備地帯等に比

べてその減少率は少なくなっており、制度としては有効に機能してきている。 

さらに、首都圏におけるバランスのとれた圏域構造の形成をめざした業務核都市制度に

おいても、さいたまスーパーアリーナ、パシフィコ横浜、幕張メッセなど中核的施設の整

備が進んでおり、昭和６３年の制度創設以降、東京都区部を上回る人口・事業所数の増加

が見られている。また、地域間トリップの状況において、中心部から放射方向だけでなく

郊外・周辺部間でも活発な移動が見られており、業務核都市を核とする圏域形成が進展し

ている。 


